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現状と課題

年次有給休暇取得率

労働総生産
　沖縄県の労働生産性は、ほとんどの産業で全国平均を下回っています。

退職の理由
　男性と比較して、女性では結婚や出産・育児などライフイベントを契機とした離職の割合が高くなっ
ています。

年間総実働時間

出典：総務省・経済産業省「平成28年経済センサス‐活動調査結果」を加工して作成
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離職防止・定着促進のための取組の実施状況（「取り組んでいる」の割合）
　従業員の定着率を高めるためには、給与面での処遇改善が必要であるが、各種休暇の取得率の向上や
勤務時間の柔軟化などにより、働きやすい環境づくりを促進することが重要です。

出典「平成29年度 沖縄県労働環境実態調査」

出典「平成29年度 沖縄県労働環境実態調査」
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不動産業、物品賃貸業
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サービス業（他に分類されないもの）

労働生産性＝付加価値（労働による成果）÷従業員数

（時間）

H26年 H27年 H28年

出典：厚生労働省・沖縄県「毎月勤労統計調査」出典：厚生労働省「就労条件総合調査」
　　　　　　　　　　　 沖縄県「労働環境実態調査」「労働条件等実態調査」
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